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○南越前町自主防災による安全安心な集落づくり補助金交付要綱 

平成25年5月27日 

南越前町告示第29号 

(趣旨) 

第1条 町長は、地域の自主的な防災活動を促進するため、自主防災組織及

び集落の行う自主防災の事業及び活動に対し、予算の範囲内で補助金を

交付することとし、その交付に関しては、南越前町補助金等交付規則(平

成17年南越前町規則第38号)に定めるもののほか、この告示に定めるとこ

ろによる。 

(定義) 

第2条 この告示における用語の意義は、次に定めるところによる。 

(1) 自主防災組織 災害対策基本法(昭和36年法律第223号)第5条第2項

の規定による住民の隣保協同の精神に基づく自発的な防災組織で、町

長に届け出た組織をいう。 

(2) 防災資機材 自主防災組織又は集落が災害時及び訓練に使用する

防災資機材をいう。 

(補助対象事業者) 

第3条 補助対象事業者は、町内集落に結成された自主防災組織又は自主防

災組織を結成した集落(以下これらを「自主防災組織等」という。)とす

る。 

(補助対象経費) 

第4条 補助対象経費は、別表に定めるところによる。ただし、町長が必要

と認めたものについては、この限りでない。 

(補助金額等) 

第5条 補助金額は、別表に定めるところによる。 

2 前項の規定により算出した補助金額に千円未満の端数があるときは、そ

の端数全額を切り捨てるものとする。 

3 自主防災組織等が防災資機材整備事業を実施する場合、世帯数が少ない、

及び高齢化率の高い(毎年4月1日現在における住民基本台帳により算定
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するものとする。)自主防災組織等(自主防災組織にあっては当該組織を

構成する集落をいう。以下この項及び次項において同じ。)に対しては、

次に掲げる区分に応じて、補助金をそれぞれ加算する。 

(1) 小規模加算 

ア 世帯数が10世帯未満の自主防災組織等 事業費の1／10 

イ 世帯数が10世帯以上20世帯未満の自主防災組織等 事業費の5／

100 

(2) 高齢化率加算 

ア 高齢化率が70％以上の自主防災組織等 事業費の1／10 

イ 高齢化率が60％以上70％未満の自主防災組織等 事業費の5／100 

4 複数の集落をもって結成された自主防災組織又は一の自主防災組織を

結成した複数の集落における前項の規定の適用については、それぞれの

集落ごとに加算率を算定し、いずれか高い方の率に応じて算定した補助

金を加算するものとする。 

(補助金の交付申請) 

第6条 補助金の交付を受けようとする自主防災組織等の代表者(以下「申

請者」という。)は、南越前町自主防災による安全安心な集落づくり補助

金交付申請書(様式第1号)に次の書類を添えて町長に申請しなければな

らない。 

(1) 事業計画書(様式第2号) 

(2) 見積書その他補助対象経費の内容が確認できる書類(防災資機材整

備事業又は防災資機材維持管理事業のみ) 

(3) 前2号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

(補助金の交付決定) 

第7条 町長は、前条の申請があったときは、これを審査し補助金を交付す

べきものと認めるときは、南越前町自主防災による安全安心な集落づく

り補助金交付決定通知書(様式第3号)により申請者に通知するものとす

る。 

(事業内容の変更) 
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第8条 補助金の交付決定を受けた自主防災組織等の代表者(以下「補助事

業者」という。)は、事業内容に変更が生じたとき、又はやむを得ない理

由により事業を中止しようとするときは、南越前町自主防災による安全

安心な集落づくり変更(中止)承認申請書(様式第4号)により町長に申請

し、承認を受けなければならない。 

2 補助事業者が事業内容を変更する場合は、当該変更内容が確認できる書

類を添付しなければならない。 

(実績報告) 

第9条 補助事業者は、事業が完了したときは、南越前町自主防災による安

全安心な集落づくり補助金実績報告書(様式第5号)に次に掲げる書類を

添えて町長に報告しなければならない。 

(1) 防災資機材整備完了報告書及び防災資機材維持管理事業完了報告

書(様式第6号)(防災資機材整備事業又は防災資機材維持管理事業の

み) 

(2) 補助対象経費に係る領収書又は請求書の写し 

(3) 事業の内容等が確認できる写真 

(4) 前3号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

(補助金の額の確定) 

第10条 町長は、前条の報告があったときは、これを審査し事業が適正に

実施されたと認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、南越前町

自主防災による安全安心な集落づくり補助金確定通知書(様式第7号)に

より補助事業者に通知するものとする。 

(補助金の請求) 

第11条 前条の規定による補助金の額の確定通知を受けた補助事業者は、

南越前町自主防災による安全安心な集落づくり補助金請求書(様式第8

号)を町長に提出しなければならない。 

(補助金の交付の取消し等) 

第12条 町長は、補助事業者が偽りその他不正な手段によって補助金の交

付決定を受けたときは、その全部又は一部を取り消すことができる。 
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2 町長は、補助金の交付決定を取り消した場合において、既に補助金が交

付されているときは、期限を定めてその返還を命ずることができる。 

(防災資機材の適正な管理) 

第13条 補助事業者は、当該事業により整備した防災資機材を、善良な管

理者の注意をもって適正に管理しなければならない。 

(その他) 

第14条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は

町長が別に定める。 

附 則 

(施行期日) 

1 この告示は、平成25年7月1日から施行し、平成25年度の予算に係る補助

金から適用する。 

(令和6年度における備蓄品整備事業に係る特例) 

2 令和6年度における備蓄品整備事業の補助対象経費の算定については、

令和6年1月1日以降に購入したものについても補助対象とする。 

(令和9年3月31日までに自主防災組織の結成に取り組んでいる集落に対

する特例) 

3 この告示の施行の日から令和9年3月31日までの間における改正後の南

越前町自主防災組織で安全安心な集落づくり補助金交付要綱の規定の適

用については、第3条中「町内集落に結成された自主防災組織又は自主防

災組織を結成した集落(以下「自主防災組織等」という。)」とあるのは

「町内集落に結成された自主防災組織又は自主防災組織を結成した集落

若しくは令和9年3月31日までに自主防災組織の結成に取り組んでいる集

落(以下これらを「自主防災組織等」という。)又は速やかな自主防災組

織の結成が困難な集落(以下「集落」という。)」と、第6条及び第8条中

「自主防災組織等の代表者」とあるのは「自主防災組織等の代表者又は

集落の代表者」と、別表中「7／10以内」とあるのは「自主防災組織等7

／10、集落1／2以内」と、同表中「9／10以内」とあるのは「自主防災組

織等9／10以内、集落7／10以内」とする。 
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(自主防災組織の結成の期限) 

4 附則第3項に基づき自主防災組織の結成に取り組んでいる集落の自主防

災組織の結成の期限は、次の各号のとおりとする。 

(1) 令和6年度中に申請するもの 令和8年3月31日まで 

(2) 令和7年度中に申請するもの 令和9年3月31日まで 

(補助金の返還の特例) 

5 附則第3項の適用を受ける自主防災組織等であって、自主防災組織等の

結成の期限までに結成ができなかったものは、既に交付を受けている補

助金と集落として申請した場合に受けるべき補助金との差額を返還しな

ければならない。この場合における事務手続については、第12条の規定

を準用する。 

附 則(平成28年告示第9号) 

この告示は、平成28年4月1日から施行する。 

附 則(平成31年告示第40号) 

この告示は、平成31年4月1日から施行する。 

附 則(令和4年告示第36号) 

この告示は、令和4年4月1日から施行する。 

附 則(令和5年告示第59号) 

(施行期日等) 

1 この告示は、公布の日から施行し、改正後の南越前町自主防災組織で安

全安心な集落づくり補助金交付要綱の規定は、令和5年4月1日から適用す

る。 

(経過措置) 

2 この告示の施行前に改正前の南越前町自主防災組織で安全安心な集落

づくり補助金交付要綱の規定によりした処分、手続その他の行為につい

ては、なお従前の例による。 

附 則(令和6年告示第21号) 

この告示は、令和6年4月1日から施行する。 

別表(第4条、第5条関係) 
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補助対象事業 補助対象経費 補助対象上

限額 

補助率 

防災資機材整備事

業 

ハンドマイク、トランシー

バー、トランジスターラジ

オ、警笛 

600千円以内 7／10以内 

腕章、防災被服等、ヘルメ

ット、救命胴衣 

ツルハシ、スコップ、かけ

や、油圧ジャッキ、バール、

万能オノ、のこぎり、梯子、

なた、チェンソー、エンジ

ンカッター、チェンブロッ

ク、ワイヤーカッター、可

搬ウインチ、一輪車、発電

機、投光機等 

担架、毛布、救護用テント、

簡易トイレ、リヤカー等 

給水タンク、給水ポリ袋、

濾水機、浄水機 

保管倉庫 

防災資機材維持管

理事業 

防災資機材の修繕費 200千円以内 9／10以内 

防災研修会実施事

業 

講師謝礼、茶代 300千円以内 9／10以内 

防災マップ作成事

業 

筆記用具等消耗品 

防災訓練実施事業 炊出し材料費、印刷代、消

耗品、保険料 
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備蓄品整備事業 飲料水、非常食 

集落内定期警戒・

点検事業 

防災服、防寒着、長靴、懐

中電灯 

備考 上記以外の経費であっても、それぞれの用途に有効と認めるもの

については、補助の対象とする。 
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様式第1号(第6条関係) 

様式第2号(第6条関係) 

様式第2号の2(第6条関係) 

様式第2号の3(第6条関係) 

様式第2号の4(第6条関係) 

様式第2号の5(第6条関係) 

様式第2号の6(第6条関係) 

様式第2号の7(第6条関係) 

様式第3号(第7条関係) 

様式第4号(第8条関係) 

様式第5号(第9条関係) 

様式第6号(第9条関係) 

様式第6号の2(第9条関係) 

様式第7号(第10条関係) 

様式第8号(第11条関係) 

 


